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表紙

その他の電子提供措置事項
（ 交 付 書 面 省 略 事 項 ）

第52回定時株主総会資料

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社日神グループホールディングス

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただ
いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供
措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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連結注記表

連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
〈連結の範囲等に関する事項〉
１. 連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社の状況
連結子会社の数 13社
主要な連結子会社の名称 日神不動産株式会社、多田建設株式会社、日神管財株式会社、日神不動

産投資顧問株式会社、日神ファイナンス株式会社、株式会社シンコー
⑵ 連結範囲の変更

　日神住宅流通株式会社は、2025年４月１日付で日神管財株式会社を存続会社とする吸収合併により
消滅したため、連結の範囲から除外しております。
　株式会社リコルドは、当連結会計年度において所有株式のすべてを売却したため、連結の範囲から除
外しております。
　合同会社船橋夏見開発プロジェクト、合同会社日神10、合同会社西武線西所沢駅前開発プロジェク
ト、合同会社首都圏レジ開発プロジェクト、合同会社江ノ島線鶴間駅前ブリッジプロジェクトの５社に
つきましては、持分比率が低下したため連結の範囲から除外しております。

⑶ 非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称 該当なし

２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用した非連結子会社の状況

　該当する非連結子会社はありません。
⑵ 持分法の範囲の変更

　該当事項はありません。
⑶ 持分法を適用していない非連結子会社の状況

　該当する非連結子会社はありません。

－ 1 －
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会社名 決算日

投資事業有限責任組合エヌエスプライベートレジリート ６月30日

合同会社エヌエス新白岡駅前開発プロジェクト ９月30日

合同会社JR稲毛開発プロジェクト ６月30日

合同会社舎人駅前開発プロジェクト 12月31日

合同会社日神11 １月31日

３. 連結子会社の決算日等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

連結計算書類の作成にあたっては上記の連結子会社は連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を
使用しております。上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

－ 2 －
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〈会計方針に関する事項〉
１. 重要な資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし
て移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法
なお、匿名組合出資は、「７．匿名組合出資の会計処理」に記載してお
ります。

⑵ 棚卸資産
販売用不動産及び不動産事業支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法により算
定）
賃貸中の販売用不動産については固定資産に準じて減価償却を行ってお
ります。

未成工事支出金 個別法による原価法

２. 重要な減価償却資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産

① リース資産以外の有形固定資産
（当社及び連結子会社） 定率法　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
⑵ 無形固定資産

① リース資産以外の無形固定資産
（当社及び連結子会社） ソフトウェア（自社利用）について、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。
② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

－ 3 －
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３. 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 将来の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担
額を計上しております。

完成工事補償引当金 連結子会社は、完成工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去の実績等に
基づき将来の見積補償額を計上しております。

工事損失引当金 連結子会社は、受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末におけ
る手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて、損失見込額
を計上しております。

株主優待引当金 株主優待ポイント制度に基づき、株主に付与したポイントの利用に備え
るため、当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計
上しております。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、
当連結会計年度末における株式給付債務の見込み額に基づき計上してお
ります。

４. 重要な収益及び費用の計上基準
（不動産事業）

分譲マンションの企画・販売、中古マンション及び戸建の販売、不動産証券化事業を行っております。
分譲マンションの企画・販売にかかる履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、

引渡時点において収益を認識しております。取引価格は不動産売買契約等により決定され、契約締結時に
売買代金の一部を手付金として受領し、物件引渡時に残代金の支払を受けております。

中古マンション及び戸建の販売、不動産証券化事業について収益の認識時期等は分譲マンションの企
画・販売にかかる履行義務と同様です。

－ 4 －
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（建設事業）
請負工事契約に基づくマンション等の建築工事及び土木工事を行っております。
工事契約については、主として一定期間にわたって履行義務が充足されると判断しており、顧客に提供

する当該履行義務の充足に向けての進捗度を測定して収益を認識しております。進捗度は履行義務の充足
を描写する方法により測定しており、履行義務の充足のために発生した費用が当該履行義務の充足のため
に予想される総費用に占める割合に基づいて見積っております。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に
見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は原価回収基準にて収益を認識
しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期
間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認
識することとしております。

取引価格は請負工事契約等により決定され、契約に基づく支払を受けております。

（不動産管理事業）
マンションの共用部分の管理、ビル管理、賃貸物件の管理受託、これら管理業務に伴うリフォームや大

規模修繕等の工事及び賃貸物件の販売を行っております。
不動産管理契約に基づき、設備管理や清掃等のサービスを提供する義務を負っており、当該履行義務は

一定期間にわたり充足されるものであり、管理報告書を毎月指定日までに入手し、契約に基づいた金額を
収益として認識しております。取引価格は契約により決定され、代金は当月分を翌月末に支払を受けてお
ります。

リフォームや大規模修繕等の工事について、収益の認識時期等は建設業にかかる履行義務と同様です。
また、賃貸物件の販売について、収益の認識時期等は不動産販売における分譲マンションの企画・販売に
かかる履行義務と同様です。

５. 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、その発生時の翌連結会計年度において、一括損益処理しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による定
額法により処理しております。
　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 5 －
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６. 消費税等の会計処理方法
　税抜方式を採用しております。
　資産に係る控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは投資その他の資産の「その他」に計上し５
年間で均等償却を行っております。
　なお、免税事業者である一部の連結子会社は税込方式によっております。

７. 匿名組合出資の会計処理
　匿名組合出資については、匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」に計上しております。匿名組
合への出資金払込時に「投資有価証券」に計上し、匿名組合が獲得した純損益については、持分相当額を
「売上高」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」に加減し、営業者からの出資金の払戻について
は、「投資有価証券」を減額しております。
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（会計方針の変更）
該当事項はありません。

（重要な会計上の見積り）
１. 重要な収益及び費用の計上基準

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　請負工事にかかる一定期間にわたり履行義務を充足し認識する収益　　　34,293,844千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）〈会計方針に関する事項〉４.
重要な収益及び費用の計上基準」のとおり、国内連結子会社の請負工事に係る収益は、資産に対する支配
を顧客に一定の期間にわたり移転することにより、一定の期間にわたり履行義務を充足し認識しておりま
す。 それ以外の工事については一時点で収益を認識しております。
　②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
一定期間にわたって収益を認識するにあたっては、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における工事
進捗度について合理的に見積っていますが、建設工事は資材価格や外注費の変動等さまざまな見積りの要
素があります。
　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの見積りにおいて用いた仮定の見直しが必要になった場合、翌連結会計年度において、損益が変動
する可能性があります。

－ 7 －
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２. 販売用不動産及び不動産事業支出金の評価
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　販売用不動産　　　　　　　17,812,026千円
　不動産事業支出金　　　　　38,158,223千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
販売用不動産及び不動産事業支出金（以下販売用不動産等）は「（連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等）〈会計方針に関する事項〉１．重要な資産の評価基準及び評価方法」のと
おり、個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）による評価を行ってお
ります。
　②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
販売用不動産等の評価は正味売却価額に基づき行われます。正味売却価額の算定において、不動産市況や
近隣地域における他社による開発状況等を勘案して販売見込額を見積ります。また、開発中の物件は造
成・建築工事原価等を見積ります。
　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの見積りにおいて用いた仮定の見直しが必要になった場合、翌連結会計年度において、費用を認識
する可能性があります。

（追加情報）
　（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）

　当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合
の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及
び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 3,348,611千円

販売用不動産 15,206,200千円 (8,067,004千円)
不動産事業支出金 36,412,112千円
建物及び構築物 3,478,240千円
土地 6,184,548千円
その他 4,750千円

短期借入金 3,662,200千円
長期借入金 49,444,464千円 (5,875,570千円)
（１年内返済予定の長期借入金を含む）

大和地所レジデンス株式会社 187,450千円
株式会社モリモト 227,790千円

合計 415,240千円

（連結貸借対照表注記）

２. 担保に供している資産

上記のうち、（）内書きはノンリコース債務に対応する担保提供資産を示しております。

担保に対応する債務

上記のうち、（）内書きはノンリコース債務を示しております。

3. 保証債務
　連結子会社である多田建設株式会社は、以下の会社の住宅販売に係る手付金等の保証会社の保証残高につ

いて連帯保証しております。

4. 財務制限条項
　　　連結子会社である多田建設株式会社は、当連結会計年度末における長期借入金及び電子記録債務につい

て、純資産及び経常利益に係る財務制限条項が付されております。
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普通株式 46,951,260株

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 1,078,821千円 23円 2025年３月31日 2025年６月26日

決議 株式の
種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,641,682千円 35円 2026年３月31日 2026年６月29日

（連結株主資本等変動計算書注記）
１. 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び株式数

２. 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

（注） 配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金4,613千円が含まれて
おります。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注） １.　2026年６月26日開催予定の定時株主総会での承認を前提としております。
２.　配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金7,021千円が含まれ

ております。

３. 当連結会計年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数
　該当事項はありません。

4. 当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数
　普通株式　　　246,639株
（注）当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式200,600

株が含まれております。
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（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入
等による方針であります。デリバティブは利用しておりません。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権は、１年以内の期日のものであり、受
取手形・完成工事未収入金等及び電子記録債権に係る信用リスクは、各社の債権管理規程に沿ってリスク
低減を図っております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。
　短期貸付金は、分譲マンションの購入者向けのつなぎ貸付であり、おおむね１ヶ月以内に回収できるも
のであります。
　長期貸付金は、主として住宅ローンを補完するものとして貸付けており、顧客の契約不履行によっても
たらされる信用リスクに晒されておりますが、個別債権の額は少額であります。長期貸付金に係る信用リ
スクは各社の債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　営業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日で
あります。
　長期借入金は、主に分譲マンションの用地取得代金として借入れたものであり、金利の変動リスクや流
動性リスクに晒されていますが、原則として建物完成時に返済しておりその借入期間は２年以内でありま
す。長期借入金の金利変動リスク等に対しては、借入をマンションプロジェクト毎に行い、当社グループ
では各社が適時に資金繰計画を作成するとともに、手許流動性の維持を図ることにより、管理しておりま
す。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 4,726,927 4,726,927 ―

資産計 4,726,927 4,726,927 ―
長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 50,771,919 50,761,026 10,892

負債計 50,771,919 50,761,026 10,892

区分 連結貸借対照表計上額
（1）市場価格のない株式等 186,644
（2）匿名組合出資金 654,846

２. 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等、組合出資金及び、金額の重要性の乏しいものは、次表には含まれておりませ
ん。
また、現金及び預金、受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権、短期貸付金、未収入金、支払手形・
工事未払金等、電子記録債務、短期借入金、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。

（単位：千円）

（注）1．市場価格のない株式等及び組合出資金等の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

（1）市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」第
５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（2）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 12 －
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時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 1,538,734 3,188,192 － 4,726,927

時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む） － 50,761,026 － 50,761,026

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を
レベル１の時価に分類しております。
　一方で、当社が保有している投資信託及び非上場株式等は、公表されている基準価格等を用いて評価してお
ります。市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２
の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実
行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっ
ており、レベル２の時価に分類しております。
　また、固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の
借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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用途 連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

住宅及びオフィス 5,113,620 6,257,231

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項
　当社及び一部の国内連結子会社では東京都や神奈川県、埼玉県等において、賃貸用の住宅及びオフィスを所
有しております。これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２. 当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額、及び簡便的に
公示価格や近隣売買事例等の適切な指標に基づき算定した金額であります。
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報告セグメント
その他
（注）1 合計

不動産事業 建設事業 不動産
管理事業 計

売上高

　不動産販売 29,162,555 5,512,242 9,316,563 43,991,361 － 43,991,361

　　新築マンション等 16,089,169 5,512,242 8,509,276 30,110,688 － 30,110,688

　　中古マンション等 26,119 － 673,575 699,694 － 699,694

　　不動産証券化事業 7,869,841 － － 7,869,841 － 7,869,841

　　一棟売却 5,121,800 － － 5,121,800 － 5,121,800

　　戸建 55,624 － 133,712 189,336 － 189,336

　工事 － 33,738,139 2,971,439 36,709,578 － 36,709,578

　　建築工事 － 32,242,765 2,971,439 35,214,204 － 35,214,204

　　土木工事 － 1,495,373 － 1,495,373 － 1,495,373

　不動産管理 － － 3,845,171 3,845,171 － 3,845,171

　その他 263,593 133,084 464,277 860,955 7,020 867,976

顧客との契約から生じる収益 29,426,149 39,383,466 16,597,451 85,407,066 7,020 85,414,087

一時点で移転される財 29,249,944 5,704,255 12,131,370 47,085,570 7,020 47,092,591
一定期間にわたり移転される
サービス 176,204 33,679,210 4,466,080 38,321,496 － 38,321,496

顧客との契約から生じる収益 29,426,149 39,383,466 16,597,451 85,407,066 7,020 85,414,087

その他の収益（注）2 1,988,435 △709 400,924 2,388,650 13,164 2,401,815

外部顧客への売上高 31,414,584 39,382,756 16,998,375 87,795,717 20,185 87,815,902

（収益認識に関する注記）
1. 分解した収益とセグメント収益の関連

（単位：千円）

（注）1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、信用保証業を含んでおりま
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 4,657,133千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 2,325,894千円

契約資産(期首残高) 13,490,645千円

契約資産(期末残高) 10,768,793千円

契約負債(期首残高) 1,337,966千円

契約負債(期末残高) 2,415,055千円

す。
2.その他の収益は、主に、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく利息収入等、企

業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース収益、及び会計制度委員会報告第
15号「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」に基づく
不動産の譲渡にかかる収益であります 。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）〈会計方針に関する事項〉４．重要
な収益及び費用の計上基準 」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高

顧客との契約から生じた債権（期末残高）の内訳は、完成工事未収入金776,416千円、売掛金482,148千
円、電子記録債権1,067,330千円です。

契約資産は主に請負工事契約について、期末日時点でサービス提供が完了していない作業に係る対価に関連
するものです。契約資産は、サービス提供が完了し、支払に対する権利が無条件になった時点で債権に振り替
えられます。

契約負債は主に顧客からの前受金に関連するものです。
当連結会計年度に認識した収益のうち、当連結会計年度期首の契約負債残高に含まれていたものは、

1,256,941千円です。
また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額は269,563千円でありま

す。
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１. １株当たり純資産額（注）１ 1,535円59銭
２. １株当たり当期純利益（注）２ 89円84銭

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初

に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足（又は部分的に未充
足）の履行義務は、当連結会計年度末において45,895,753千円です。当該履行義務は、建設業におけるマン
ション等の建築工事及び土木工事に関するものであり、期末日後１年以内に約64.4％、残り約35.7％がその
後２年以内に収益として認識されると見込んでおります。

（１株当たり情報注記）

（注）１．株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数か
ら控除する自己株式に含めております。なお、自己株式の期末株式数は246,639株であり、このう
ち株式給付信託（BBT）が保有する当社株式の期末株式数は200,600株であります。

２．株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含めております。なお、自己株式の期中平均株式数は246,619株
であり、このうち株式給付信託（BBT）が保有する当社株式の期中平均株式数は200,600株であり
ます。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針）
１. 資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式　　　　　　　　　総平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等　　　総平均法による原価法
なお、匿名組合出資は「５．その他計算書類の作成のための基本となる
重要な事項」の「⑵　匿名組合出資の会計処理」に記載しております。

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産及び不動産事業支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法により算
定）

２. 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産

① リース資産以外の有形固定資産
定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数
は、次のとおりであります。

建物　20～50年
② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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⑵ 無形固定資産
① リース資産以外の無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用）について、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３. 引当金の計上基準
貸倒引当金 将来の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりでありま
す。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によってお
ります。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時の翌事業年度において
一括損益処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（１年）による定額法により処理しておりま
す。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表におけ
る取扱いが連結貸借対照表と異なります。

株主優待引当金 株主優待ポイント制度に基づき、株主に付与したポイントの利用に備え
るため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上し
ております。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当
事業年度末における株式給付債務の見込み額に基づき計上しております。
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４. 重要な収益及び費用の計上基準
当社の収益は、主として子会社からの受取配当金の他、子会社との契約に基づく経営指導料、不動産賃貸

料であります。
経営指導料は、子会社との契約に基づいて当社が保有する経営資源、ノウハウ及び情報等を用いて子会社

の経営全般に対して管理・指導する履行義務を負っており、当該履行義務は義務を履行するにつれて充足さ
れるため、契約期間にわたって収益を認識しております 。

受取配当金については、支払を受けた日をもって収益を認識しております。
不動産賃貸料については、賃貸借契約に基づく月当たりの賃貸料をその対応する期間で計上しておりま

す。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴ 消費税等の会計処理方法

　資産に係る控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは「長期前払費用」に計上し５年間で均等
償却を行っております。

⑵ 匿名組合出資の会計処理
　匿名組合出資については、匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」又は「その他の関係会社有
価証券」に計上しております。匿名組合への出資金払込時に「投資有価証券」又は「その他の関係会社有
価証券」に計上し、匿名組合が獲得した純損益については、持分相当額を「売上高」又は「関係会社受取
配当金」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」又は「その他の関係会社有価証券」に加減し、営
業者からの出資金の払戻については、「投資有価証券」又は「その他の関係会社有価証券」を減額してお
ります。

（会計方針の変更）
該当事項はありません。
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（重要な会計上の見積り）
関係会社株式等の評価

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　関係会社株式　　　　　　　　　1,810,906千円
　その他の関係会社有価証券　　　4,393,533千円

⑵ 見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社の保有する関係会社株式及びその他関係会社有価証券(以下関係会社株式等)は市場価格のない株式
であり、関係会社株式等について、直近期末の財務数値等を用いて算出した実質価額が取得価額に比して
著しく下落した場合には、将来の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて実質価額ま
で減損処理することとしております。
　実績が事業計画を下回った場合など事業計画に基づく業績回復が予定通り進まないことが判明した時に
は、見直した事業計画に基づいて減損処理の要否を検討しております。
　当該実質価額の基礎となっている事業計画については、各関係会社の将来の収益と費用に関する経営者
による見積り及び判断が含まれており、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響を受ける可能
性があります。
　これらの見積りにおいて用いた仮定の見直しが必要になった場合、翌事業年度において、費用を認識す
る可能性があります。

－ 21 －
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短期金銭債権 918,706千円
短期金銭債務 7,447千円
長期金銭債権 193,301千円
長期金銭債務 79,181千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 2,397,961千円

建物 1,936,087千円
土地 3,882,855千円

長期借入金 2,171,770千円
（１年以内返済予定長期借入金を含む）

日神不動産株式会社 17,481,430千円

524,400千円

（貸借対照表注記）
１. 関係会社に対する債権・債務

３. 担保に供している資産

担保に対応する債務

４. 保証債務
⑴ 以下の連結子会社の金融機関からの借入に対し、連帯保証を行っております。

⑵ 連結子会社である多田建設株式会社の金融機関からの借入及び社債について経営指導念書を差入れてお
ります。

－ 22 －
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売上高及び営業収益 1,827,104千円
仕入高 65,543千円
その他の営業取引 26,049千円
営業取引以外の取引 516,208千円

当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 246,639株

千円
棚卸資産評価損 159,634
繰越欠損金 121,071
関係会社株式評価損 389,453
減損損失 11,798
退職給付引当金 5,977
長期未払金 4,116
投資有価証券評価損 24,930
会員権評価損 3,781
未払事業税 10,747
分割承継法人株式 123,763
その他 30,558
評価性引当額 △873,398

繰延税金資産合計 12,434

その他有価証券評価差額金 196,750
繰延税金負債合計 196,750
繰延税金負債の純額 184,316

（損益計算書注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書注記）

（注）当事業年度末の普通株式の自己株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式200,600株が含ま
れております。

（税効果会計に関する注記）
１. 繰延税金資産の発生の主な原因の内訳

繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
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種類 会社等
の名称 所在地 資本金又

は出資金
事業の
内容

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 多田建設
㈱

東京都
江東区 300,000 建設業 所有

直接100.0

役員の兼任
工 事 発 注
債 務 保 証
グ ル ー プ
通 算 制 度

経営指導
念 書
(注)

524,400 ― ―

２. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関

する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又
はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社
1. 多田建設株式会社

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）多田建設株式会社の金融機関からの借入及び社債に対し、経営指導念書を差入れております。
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種類 会社等
の名称 所在地 資本金又

は出資金
事業の
内容

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 日神不動
産㈱

東京都
新宿区 480,000 不動産

事業
所有
直接100.0

役員の兼任
債 務 保 証
不 動 産 の
販 売 委 託
不 動 産
の 賃 貸
グ ル ー プ
通 算 制 度

債務保証
(注)１ 17,481,430 － －

不動産の
賃貸
(注)２

226,692 － －

固定資産
の 売 却
(注)３

504,380 － －

資金の
貸付
(注)４

1,039,900
長期貸付金 130,000
短期貸付金 909,900

種類 氏名
議決権等の

所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

役員及びその
近親者

神 山 和 郎
（注）１

　被所有
　直接3.0

当 社 名 誉 会 長
嘱 託 契 約 給与等の支払 12,000

（注）２ ― －

2. 日神不動産株式会社
（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．日神不動産株式会社の金融機関からの借入に対し、連帯保証を行っております。

２．取引価格については市場の実勢価格を勘案して合理的に決定しております。
３．当該取引により固定資産売却益を55,682千円計上しております。なお、取引価格について

は市場の実勢価格を勘案して合理的に決定しております。
４．貸付金の金利につきましては、市場金利等を勘案して決定しております。

役員及びその近親者
（単位：千円）

（注）１．神山和郎氏は当社代表取締役社長神山隆志の実父です。
２．準社員就業規則及び賃金規程に則って、決定しております。
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１. １株当たり純資産額（注）１ 708円78銭
２. １株当たり当期純利益（注）２ 27円45銭

（収益認識に関する注記）
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

「（重要な会計方針）４.重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報注記）

（注）１．株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数か
ら控除する自己株式に含めております。なお、自己株式の期末株式数は246,639株であり、このう
ち株式給付信託（BBT）が保有する当社株式の期末株式数は200,600株であります。

２．株式給付信託（BBT）が保有する当社株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含めております。なお、自己株式の期中平均株式数は246,619株
であり、このうち株式給付信託（BBT）が保有する当社株式の期中平均株式数は200,600株であり
ます。
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